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水中ロボット技術研究会について

実証実験 試作開発

企業

大学等
参画

水中関連産業
育成・集積

プロジェクト

競争的資金等
獲得

技術シーズ
獲得

企業･大学･支援機関等のネットワークの強化を図り、産学公が連携・協働した取組
を促進させるとともに、最新情報の収集や要素技術の開拓等により、水中関連産業
の育成･集積を図る。

目 的

✓港湾･橋梁･ダム･洋上風力･海底ケーブル等
の水中構造物を有するインフラ施設点検

✓発電プラントの点検･清掃
✓船舶の水中部分の点検･清掃
✓水産養殖業支援
✓海底資源･水産資源・水中生物調査 etc

水中ロボットが期待されている分野
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水中ロボット技術研究会

セミナー ワークショップ
（WS）

技術交流

組成

フィード
バッグ



水産養殖業へ

の支援

発電プラントの点検・清掃

海底資源調査

水産資源調査

生物量調査

水中構造物の

調査点検

ダムの点検
湖底調査

海底ケーブルの保守

深海調査

港湾の点検・保守

橋梁の点検・保守

水域ロボット関連技術セミナー(2022/06/14) 石井先生資料 抜粋

（参考）水中ロボット（+AI, IoT）が期待されている環境
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令和５年度に実施した技術交流（セミナー） １



令和５年度に実施した技術交流（WS） ２
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令和５年度に実施した技術交流（WS） ３



令和５年度に実施したプロジェクト
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海の次世代モビリティの利活用に関する実証事業（国土交通省）

「マルチビームソナー搭載ASVによる広域藻場調査の実用化検証」

株式会社宇部セントラルコンサルタント、 宇部工業高等専門学校
九州工業大学、九州職業能力開発大学校、神代漁業協同組合

水中次世代モビリティの利活用に関する実証事業・試作開発業務

※指名型プロポーザル事業
（産技センター委託事業）

「定置網の低コストかつフレキシブルな点検作業手法の検証」
株式会社イシン

「音響測位技術とROVを活用した水中構造物点検と3Dモデル化手法の検討」
和宏産業株式会社

「水産分野での利活用を想定したUSVの開発」
株式会社東京久栄



岩国海洋環境試験評価サテライト(IMETS)を活用した研究開発
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IMETSを活用した研究開発のイメージ

○R5年度に実施したテーマ：「水中画像を用いたセンシング技術に関する研究」

産業技術センター艦艇装備研究所 研究協力協定

附属書
○研究課題
○目的
○内容
○実施期間
○研究担当者
○その他必要事項

産技センター

県内企業 大学等

【体制】

別の協定等

○新規研究テーマ２件に係る附属書を締結(3/21)



令和５年度に実施したIMETSを活用した研究開発
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艦艇装備研究所（防衛装備庁）・山口県産業技術センター間の研究協力協定
「水中無人機分野における研究協力に関する協定」（R4.11.7締結）に基づき実施

「水中画像を用いたセンシング技術に関する研究」
実施日 ： 令和５年 ３月２７日～２８日、９月４日～５日
場所  ： 岩国海洋環境試験評価サテライト（IMETS）
参画者 ： 山口県産業技術センター

 艦艇装備研究所
 和宏産業株式会社
 県内大学



次年度の技術交流（案）
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水中インフラ点検WS

・様々なセミナーの実施
・実海域における水中インフラ点検の
実施、体験

・水中画像の3Dモデル化セミナー 等

海洋ごみからビジネスへWS

・BlueROV2やBlueBoatの組み立てを通じて、
水中ロボットの開発や改良のための知見や
技術を習得する

水中ロボット試作WS

・海洋ごみ回収技術の検討
・県内海洋ごみの回収

×プラスチックリサイクル
 → アップサイクル製品

廃棄物回収・
リサイクル
関連企業

水中ロボット
関連企業

国・行政・
社会ビジネス

関連企業大学・
研究機関等

＜現在＞
市民活動

＜将来＞
リサイクル・資源化

（ビジネス化）



次年度のプロジェクト創出（案）
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指名型プロポーザル事業（産技センター委託事業）

水中次世代モビリティの社会実装を目指した「実証事業」もしくは「試作開発」を行うこと
を目的とする。  

応募資格
水中ロボット技術研究会会員企業であること。
※ 県外企業（山口県内に事業所を有しない企業）の場合は、県内企業との連携した取
組とすること。

■委託金額および件数
総額９００万円の範囲内で、１件～数件を採用する（令和5年度は3件実施）

※令和5年度の例※

国等への提案公募型事業

（例） 「海の次世代モビリティ利活用に関する実証事業」（国交省）へのチャレンジ



より良い取り組みとなるように

皆様からのご意見をお待ちしております。

どんな内容でも構いませんので、

下記までお気軽にお問い合わせください。

山口県産業技術センター 企業支援部 電子技術G 阿野 裕司

TEL  : 0836-53-5055
MAIL : ano@iti-yamaguchi.or.jp
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